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(国内総生産) は 2003年, 2004年ともに 9％台の
成長が続き, カラーテレビ, 冷蔵庫, 洗濯機, エ
アコンなどの目覚しい世帯普及がそれを支えてい
る｡ これら家電製品は, 世界第 1位の生産・消費
の水準にあり, 中国は, いまや ｢世界の工場｣ か
ら ｢世界の消費市場｣ に変貌しつつあるといえ
る(4)｡



















ドルで全国第 1位, 工業生産総額は 9,560億元で
全国第 2位, 輸出入総額は 1,032億米ドルで全国


















ター｣ ｢輸出加工区｣ などが組織され, ｢親商｣
｢安商｣ ｢富商｣ の理念で, 投資企業に ｢ワンストッ
プ・サービス｣ のできる体制・機能の整備が図ら
れている｡ 外国資本の誘致に関わる招商局の担当

















ち日系企業は 280社, 進出外資の 98％は合資形
態をとらない ｢独資｣ である｡ 他の 2つの国家レ
ベル開発区に進出する外国資本を併せると, 外資


















(以後, 日方と称する) の 100％出資 (いわゆる
独資) である C社を除き, A・B・D社は合弁形
態 (いわゆる合資) をとっている｡ その出資比率













(2006年 11月, 社員数 100名単位)
企業
区分 A社 B社 C社 D社
業 態 自動車関連製造業 情報・通信事業 電子機械器具製造業 資源関連事業
出資形態 合 資 合 資 独 資 合 資
設 立 2003年 1994年 1995年 2003年
資 本 金 2,000万米ドル 3,000万米ドル 8,700万米ドル 600万米ドル













事 4名, 中方董事 2名で構成されている｡ そのう














日方 3社, 中方 3社による出資構成で, 日方の出
資は全体の 7割を占めている｡ 市場の豊かな潜在
性にマーケットチャンスを求めた現地進出である｡





し, まとめ役となっている｡ なお, 董事会には工
会 (労働組合) 主席も ｢列席｣ している (発言・
議決権をもたない)｡
また, 総経理 (日方母体企業から出向, 副董事













が, 現在は 8,700万米ドルに増大している｡ 出資
形態は, 母体企業の在中投資公司が 100％を出資












いる｡ 経営のオペレーションは, 部長職以上 (10

























董事会メンバーは日方 4名・中方 1名 (非常勤)
の 5名, 董事長は日方本国企業から派遣された総
経理が兼任している (日方工場長を含め 2名の常
勤董事)｡ 董事会の開催は年に 1度, 必要に応じ
て持ち回り決済が行われ, 月次決算も適時メンバー
にフィードバックされる｡































































については ｢二免三半減｣ 措置, 地方所得税









流動化 (ジョブホップ) がみられる｡ 企業系
列間あるいは商工クラブ組織で, 人材引き抜
き防止措置が講じられるほどである｡




















合資 3社の出資比率は, いずれも日方資本が 7割































区分 A社 B社 C社 D社
董事長 中方非常勤 中方非常勤 日方非常勤 日方常勤
総経理 日 方 日 方 日 方 日 方
総経理の




区分 A社 B社 C社 D社
社員総数 500 300 1,200 100






男性 60歳, 女性 55歳での設定が多く見られる｡





































に位置付けるための HRMフレイム (枠組み) を
設計し, これを基準にして, あるいは職能発揮






























表 4 各社の HRM基本フレイム
企業
区分 A社 B社 C社 D社
































































り, 1日の所定外労働時間に対し 150％, 所
定週休日外労働 200％, 所定祝祭日労働 300
％の割増賃金を支給している｡






区分 A社 B社 C社 D社 日 元 日本基本給 初任年齢
一般職 1,000 1,700 865 1,300 10,000 170,000 18歳
係 長 2,500 5,000 2,250 2,500 19,000 280,000 26歳
科 長 4,000 6,000 5,300 5,000 27,000 400,000 34歳
部 長 8,000 8,000 10,000 10,000 40,000 600,000 42歳
日本基本給は厚生労働省調査等を加工・推計 (1元＝15円で大雑把に換算)
語手当を支給することも慣行化している｡
④ 法定福利費は, 養老保険 (企業負担 20％),
医療保険 (同 10％), 住宅積立 (同 10％),
失業保険 (同 2％), 労災保険 (同 1％) など
で代表され (カッコ内は所定賃金に対する乗
率), これを会社が負担している (合計, 所
定賃金の 43％程度)｡ 別立てで, 社員負担が
あり, 住宅 10％, 養老 8％, 失業 2％などが
源泉徴収されている｡
⑤ 退職金は, 定年退職者ならびに会社都合退
職者 (リストラ) に対して, 勤続褒賞的性格

















































れる｡ また, 生産現場の基本である 5S (整理,




区分 A社 B社 C社 D社
評 価 目 的 昇給, 賞与, 昇進・昇格 昇給, 賞与, 昇進 昇給, 賞与, 昇格・昇進 昇給, 賞与, 昇進
評 価 対 象 成績, 態度, 能力 成績, 態度 成績, 態度, 能力 目標達成度
1 次評価者 自己評価 上長評価 上長評価 相互話合い
評 価 成 績 5段階 5段階 5段階 5段階

















現地における所定労働時間は, 1日 8時間, 週






245日から 250日の範囲にある｡ 従って, 協定年
間休日数は, 115日から 120日になる｡ ちなみに,
A社の年末年始休暇は 12月 30日から 1月 5日,
春節休暇 2月 6日から 2月 19日, 労働節休暇 5
月 1日から 5月 8日, 高温休暇 8月 13日から 8
































企業区分 A社 B社 C社 D社 日 本
1日労働時間 8 8 8 8 7.7
1週労働時間 40 40 40 40 38.5
年間労働日数 245 245 247 250 243
年間休日日数 120 120 118 115 122
有給休暇日数 未調査 10～15 5～15 2～15 10～20
年所定労働時間 1,960 1,960 1,976 2,000 1,871
(日本のデータは, 中央労働委員会調査資料などより概算・推計)
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